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　 ご紹介いただきました安部です。本 日の報

告 は、ABC/ABM研 究部会 の報告 であ り

ます。 この研 究部会の 目的 は、一部上場会社

であ ります㈱ ツカモ トコー ポレーションの ご

協 力をいただ きまして、管理会計の最新の手

法であ りますABC手 法 をコス トの配分 に適

用 をす ることでございま して、幸 い、これ を

制度化す ることがで きま した。

　 そ こで、 まず はABC/ABMと は何か を

わか りやす く説明致 したいと思います。碓氷

先生 も紹介 してお られま したけれども、この

ABC/ABMは 単 な るコス ト計算 の手法 に

とどま らないで、企業の戦略経営 とかかわる

戦略管理会計の最新の概念、あるいは手法で

ある ということが 言えるわけでございます。

　 ABCは 、　Activity　Based　 Costingの 略

で、 日本では活動基準原価計算 と訳 されてお

ります。80年 代 の後半、ア メ リカの企業が

実践 し、 これを一部の学者が体系化 して提示

をしたわけです。現在、世界的に.iG_n及を見て

いるわけですけれども、欧米では大企業 の大

体40パ ー セ ン トか ら50パ ーセ ン トが何 らか

の形で対応 をしてい ると言 われています。 日

本で は、調査 した限 りでは10パ ーセ ン トそ

こそこ とい う状況です。

　 また、意外 に、 このABC/ABMに 関心

を持 ってい るのはア ジア諸 国で ござい まし

て、台湾、韓国、あるいはイン ドネシア、こ

ういったところの管理会計学者、あるいは企

業家が、研究あるいは導入を進めているわけ

です。最近では、中国の学会あ るいは実務界

で も熱心 に、 このABC/ABMに つい ての

取 り組 みが なされてお り、 どちらかとい うと

日本は取 り残 されている ようであ ります。

　 ポイ ン トは、新 たな概念 を使 って、間接 コ

ス ト、間接費を配分す る手法であるとい うこ

とが言えるわけです。会計 を専攻 されている

方 にとっては当然の話なのですが、きょうは

それ以外 の方が多いと思いますので、わか り

やす く説明 します と、 このコス ト計算、ある

いは原価計算の基本的な方法 とい うのは、実

は簡単なのです。コス ト、費用がある。それ

を直接費 と間接 費にまず大 き く分けるわけで

す 。この直接費は、製品 とかサー ビス別に直

接 把握が で きるわけで す。例 えば、あ るA

という製品を作 ろうとするときに、直接労働

に当たっている人たちというのは、その製品

に何時問作業 をしたか ということによって、

そのAと いう商品にどれだけの労務 費が か

かったか というこ とが把握で きるわけです。

これを 「直課」 とi=っているわけです。

　 一方、間接 費があ るわけです。 これ は製

品 ・サー ビス別に直接集計で きない、把握で

きないというコス トです。例 えば、工場の中

の 人事部 門 とか経理部 門、あ るいは管理部

門、こういうところの コス トとい うのは、製

品別に把握す るこ とは不可能です。 したがっ

て、 これ を間接 費、あ るい は共通 費 と言 っ

て、何 らかの塾 焦で製品 とかサービスに割 り

,:てるということや っているわけです
。これ

を 「配賦」 と言っているわけです。直接費は

直課、間接 費は配賦 とい う言い方を して、こ

の直接費 と間接 費 を直課 し配賦 す ることに

よって、合算 して製品 とかサー ビスの個々の

コス トとい うものを導 き出す とい うのが コス

ト計算、原価計算の仕組みです。そんなに難

しいことではないわけです。

　 問題は、伝統的なコス トPI算は どのような

計算を行っていたかとい うことです。 このコ

ス トとい うのは、ある製品、あるいはある部

門の コス トですが、ある事業部の損益計算 を

す るとい う場合には、部門が対象 になるわけ

です。部門 ごと直接後付け可能か どうか、つ

ま り直接把握す るこ とがで きるか どうか とい

う問題 が、先 ほ どと同 じようにあ るわけで

す。後付け可能だ というのは直接 費です。こ

の場合は、製品やサー ビス、あるい は部門に

直接集計 してい くことにな ります。

　 問題は、製品や部iに 直接後付がで きない

という場合です。 これは、先ほど中したよう

に間接費とい うことになるわけです。この間

接費 をどの ように製品ごと、部門ごとに割 り

当て るかとい う場合に、この伝統的 なコス ト

計算、原価計算では割 り当てる基準、これ を

配賦基準と言ってお りますが、例 えば製造業

の場合で言 うと、直接作業時間、あるいは直

接労務費、直接材料費、あるいは機械 の運転

時間 というような直接 の現場 で消費 された物

景 単位によって間接 費を製品、あるいはサー

ビス ごとに割 り振るわけです。 また、本社の

費用 とか、あるいは研究費は、部門 とか製品

の 「売上高」で割 り当てるとか、「人員」で

割 り当てる、あるいは事業部 ごとの 「資産」

の大 きさで割 り当てるとい うことをやるわけ

です。そこで、こういう伝統的な原価計算の

や り方は、果たして どうなのか とい う問題が

提起 されることになったわけです。

　 このABCのiま れて くる背景について考

えなければな らないことは、生産環t.rs'zあるい

は経営 環境 が大 き く変 わった とい うこ とで

す。1900年 代 の初期、工場生 産が産業:・匠i「・:命

後、本格化 しました。その段階で何が起 こっ

ているかというと、労働集約的な生産です。

しか も大量生産 という生産環境、経営環境 が

あったわけです。したがって、先ほ どの伝統 的

な原価計算に見 られます ように、間接部門の

コス トは、直接部門で費やされた作 業時間 と

か材料 費で割 り振っておけば、おおよそ間違

いないだろうという考 え方があったわけです。

　 ところが、その後、FA化 とかIT化 とい

うことが どんどん進 んで、 しか も多u種 少量

生産に変わってい くと、生産環境 としては直

接作業が どんどん減少 し、逆 に、間接、管理

業務が増大す るということになります。中国
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は、 まだ労務コス トが安 いですか ら、機械化

す るよりは人手を使 ったほうが安 いとい うこ

とです。これ も最近、また変わ りつつあ りま

す けれ ども、多 くの先 進 国で は、FA化 ・

IT化 が進み、直接作業が減少、つ ま り、人

件費 コス トは高いコス トだという考 え方があ

るわけです。

　IT化 す る、　FA化 す るということは、その設

備 をメンテナ ンスするための間接業務、ある

いは多品種 にな ります と、それをコン トロー

ルす るための管理業務 とい うのが どん どん増

大 して くるわけです。要す るに、直接 コス ト

に対 して相対的に間接 コス トが増大する とい

う現 象が起 こって くるわ けです。 したが っ

て、直接作業量、先ほど言ったような作業量

を基準 とした間接 コス トの配分方法 というも

のは、次第 にその合理性 を失ってきます。別

の言い方 を します と、伝統的なコス ト計算の

陳腐化が急速に起 こったとい うことです。

　 この問題 に早 くか ら警鐘 を鳴 らしたのは、

アメリカの管理会計学者の ジョンソンとキャ

プランで、1987年 に 『Relevance　Lost(管

理会計 の盛衰)』 とい う著書 をiiiしてお りま

す。 これはアメ リカの会計学会で賞 をもらっ

た非常に新 しい提案の内容です。その中で、

間接費の単純、恣意的な尺度による配賦 、つ

まり伝統的な原価計算の配賦の方法 を批判 し

ているのです。従来の配賦方法は、原価情報

を不正確に し、歪め、 さらには、誤 った意思

決定を導いてしまうとい うことです。実証的

な研 究も行われ、その結果、従来の伝統的な

原価計算に よるコス トは正 しくないとい うこ

とが明 らか にな り出 したわけです。

　 さらに興味深 いことは、現代経営学の祖 と

も言 われる ドラッカーが、1990年 の論文 の

中で、労働集約 的な1920年 代の現実 に基礎

を置 き、間接費を恣意的に配賦す る伝統的な

原価会計 の欠陥、これを厳 しく批判 してい る

のです。会計学者でない経 営学者が、伝統的

な会計に対 して批判的な考 えを持 っていたの

です。 また、「競争優 位 の戦 略」 を著 した

ポーター も、その論文の中で、伝統的な会計

を批判 しています。

　 そこで、ジ ョンソンやキャプラ ンが提起 し

たABC(Activity　 Based　Costing)の 基本

概念 というのは何なのか ということですが、

まず、伝統 的な原価言【算 では、わか りやす く

言い ます と、製品やサー ビスとい うものが資

源 を消 費する、例 えば人の労働、機械利用、

あるい はい ろんなサー ビス、そ うい う 「資

源」 を消費す る。 したがって、原価 とは消費

された資源を集計す る、その価値 を集計する

という考え方です。これ脳 云統的な原価計算

の考 え方 です。 ところが、ABCで は、製品

や サー ビス とは、「活動」を消 費 してい る。

この 「活動」は、わか りやす く言 うと、作業

とか佃々の業務、そういうものを消費 し、そ

の活動が 「資源」を消費 している。 この資源

の消費によって原価が発生 し、それ を集計す

る。 この違い というのは、伝統的原価P　 と

いうのは資源の消費 というところに視点 を当

てているわけです。ですか ら、人が働いた、

その労務費 は原価 として集計され るとい う単

純 な考 え方ですね。 ところが、ABCで は製

品やサービスが活動 を消費 してい る。その活

動 とい うものが資源 を消費 して原価を発生 さ

せ るというもので、活動の消費、アクテ ィビ

ティー とい うところに基本的な概念を置いて

いるのです。

　 わか りやす く、伝統 的な原価計算方法 と

ABCで はどの ように概念が違 うのかを例示

したい と思います。ある技術部門の コス トを

集計することをイメージして くだ さい。給料

とか旅 費 ・交通費 とか、減価償 却費 とか家

賃 ・地代、 これはいずれ も、 もう資源が消費

された、その消費額 として集計 されてい るわ

けです。 ところが、ABCで 同じコス トを報

告 しようとする と、個々の活動別 に把握する

とい うことにな ります。 同じ技術セ ンターの

中で も様 々な活動がある。その活動 を個 々に

とらえて、その活動が どれだけ資源 を消費 し

ているか とい うとらえ方 をするわけです。

　 そこで、具体的にある活動についての間接

コス トの割 り当て計算の事例を、ここで例示

したい と思 います。 この活動作業、いろんな

製品をつ くってい く上で、もう無数の活動が

あるわけですが、それ をまず識別 しなければ

いけないわけです。ある例 として、購入先へ

の発注ですが、多 くの企業 には購 買部 とか資

材部とかがあって、そういう間接部 門が活動

をしているわけです。その中で、購入先 へ発

注する とい う活動、これ をとらえてみたい と

思います。そうすると、 この活動にどれだけ

の コス トがかかっているか と言い ます と、人

件費 ・経費を合 わせて800万 円かか っている

としま しょう。

　 次に、その活動の量を示すものは何か。こ

れを 「コス トドライバー」 と言 っているわけ

ですが、例 えば4,000件 の発注件 数が総 量 と

してあるとします と、活動単位当た りの コス

トは、4,000件 あ って800万 円かか っている

わけですか ら、下請 けへ部材を発注するのに

1件 当た り2,000円 のコス トがかか っている

ことにな ります。 これは例ですけれ ども、実

際にABCを やった場合の購 買部の発注伝票

1件 当た りの金額 とは、皆 さんの想像 を超 え

る ぐらいの大 きい金額です。それは もちろん

人件費 をは じめ、様々なコス トを含 みますけ

れ ども、特 に最近大 きいのは情報処理 コス ト

です。作業のほ とん どがIT化 されてお り、

そのコス トが非常に大 きいわけです 。

　す ると、製 品 ・サービスへ の割 り当ては ど

うなのか と申します と、A製 品とB製 品 とい

う例示ですが、A製 品が大量生産品で、直接

作業時 問が600時 間である場合、発注件数 で

は1,500件 あった とい うことであれば、1件

当た り2,000円 です か ら、合 計300万 円の コ

ス トがA製 品に関する発注 のためにかかって

いるとい うことになる。B製 品は、注文生産

品 で、直接作業時間は400時 間であ る場合、

発注件数 が2,500件 あ った とすれば、 これ も

1件 当た り2,000円 で計算す る と発注 コス1・

は500万 円 となるわけです。

　 さて、ここで比較 していただきたいのです

が、大量生産 と注文生産 という違いがあ りま

す。そ うす ると、この音附 は注文生産である

B製 品の場合 は数が多 くなる。従って、発注

の件 数 も2,500件 と多 くなる。一方、大量生

産 のA製 品の部刺発 注 は1,500件 で済んでい

るわ けです が、直接作業 に当たってい る人

は、A製 品の大量生産のほうが600時 間 と多

いわけです。かつての伝統的な原価計算であ

れば、直接作業 時間は、 この600時 間 と400

時問を合わせ 、1,000時間です。そうする と、

伝統 的な原価計算 は、間接費の配賦に、 この

直接作業時間を使い ますか ら、A製 品への配

賦 は、800万 円の うちの6割 、480万 円に な

る はず ですが、ABCで は、300万 円で済ん

でいる。B製 品の配賦額は、従来の伝統 的原

価計算 では800万 円の4割 、320万 円で済ん

で いたが、ABCで は逆 に500万 円 に増 える

わ けです。 これがABCの 特徴です。伝統的

原価計算 では、間接作業 と直接比例 関係 にな

い直接作業時間 を恣意的に配賦基準として便

宜的に使 っているわけです。それは、労務集

約的 な生産が行われていた時代 を反 映した考

え方だったわけです。大量生産で直接作業時

間が多い場合 には、間接 コス トが大量生産製

品 にしわ寄せ されてい くわけです。これ は、

その後のジ ョンソンやキャプラン、ノー トン
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などの実証的な研究に よって証明されてい る

のです。

　従って、多 くの日本企業 は伝統 的な原価計

算 を行 っていますか ら、明らかに原価計算の

コス ト、原価が誤 っている、 ゆがめられてい

るという現実が今 日あるわけです。それで儲

かった、損 をしたとい う意思決定、判断を し

ているわけです から、大 きな誤 りを犯 してい

るということが あるわけです。

　 また、販売費や一般管理費、あるい は本社

費 をどのように製品や部門に割 り当て るか と

いうことの問題 も大 きいわけです。こういっ

たコス トは、典型的な間接 コス トです。本社

の 「活動」 を発注件数のように直接的 に製unn

とか事業部別に把握することは不可能です。

かつてアメリカの会計学会で、本社費 は 「会

計上 の孤 児」 と表現 され た ときがあ りま し

た。一般 に、本社費 とか、一般管理費 につ い

ては、会計学者 もあ まり研究 していません。

しか も、この伝統的 な原価計算は、実 はどん

ぶ り勘定 なんで、 ジ ョンソ ンやキ ャプラ ン

も、その問題点 を指摘 してい るわけです。

　皆 さん ご存 じの とお り損益 計算書 を見 る

と、製造原価 とか仕入れ原価があって、下 の

ほうに今度 は一般管理費、販売費が出て くる

わけです。そ うす ると、一般管理費、販売費

とい うのは、製造原価 とか仕入れ原価 に関係

なしに、一括 してコス トとして計算されてい

くわけです。従 って、伝統的 なコス ト言1算の

方式 で言 う と、pu-nnご とに、 トー タル コス

ト、総コス トが どの くらいかかったか という

ことがわか らないわけです。

　 また、事業 をベ ースに損益計算 を行 うと

き、本社費、一般管理 費をどの ように割 り当

てるので しょう。従来は、売上高とか、人員

とか、資産 を基 準 に割 り振 ってい くわけで

す。明 らかにどんぶ り勘定です。ジョンソン

やキ ャプランは、こ うした状 況か ら、「工場

以外 で発生す るコス ト」 を製品に配賦 すると

い うことが非 常に重要 なことだ と主張 した。

もしそれが曲が りな りにで もで きれば、劇的

な改善 につなが るだろうとい うことを論文で

述べ ているわけです。実 は、20世 紀 の初 め

に、チ ャーチ とい う研究者 もそうい うことを

唱えていたのです。つ ま り、一般管理 費であ

れ、本社費であれ、販売費であれ、全部それ

は製品別に計算 されるべ きだ と言っているわ

けです。財務会計上、そ うい うコス トは、 ど

んぶ り勘定になって配賦 されてない というの

が現状です。企業によっては、事業ベース単
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位に損益計算す るとき、本社費 を配賦 してい

ますが、多 くの企業 は、売 り上 げや人員や資

産 といった単純で恣意的な規模基準 で配賦 し

ているわけです。

　 実は、私自身、グループ会社で事業部の損

益計算 を行っている ときに、本社費を売 り上

げとか人員で配賦 してい ましたが、事業部長

が、計算根拠がおか しい、何 で売 り上 げとか

人員を基準にす るのかと言い出して問題 にな

り、当時、私が経理 の責任者 でしたので、検

討 の.ヒ、本 社費 の配賦 基準 をABC基 準 で

行ったわけです。

　 ABC基 準 に変 更 した結果、　Aか らKま

での事 業部について旧基準(売 り上げ とか人

員に よる配賦額)に 対す る新 しいABC基 準

配賦額 の増減割合、す なわち、 どれだけ旧基

準に対 して配賦額が増減 したか を調べ てみ ま

した。そ うす る と、 一番 増 えた ところのA

とい う事業部 は34パ ーセ ン トも配賦額 が増

えて しまったわけです。つ ま り34パ ーセ ン

トの誤 りがあ ったわけです。逆 に、Kと い

う事業 部は、26パ ーセ ン トも減 って しまっ

たわけです。つ ま り、い ままで26パ ーセ ン

トも余計に取 られていたわけです。実 は、こ

のABCを 適用する ことによって、赤字事業

部だった事業部が黒字に変わって しまったの

です。 これは大変な意思決定 につなが ってい

くわけです。赤字事業部を廃止せよと言って

いたのが、実 はABC手 法で本社費 を配賦 し

てみ た ら、そ こそ こ黒字 だった とい うこと

が、現実に起 こっているわけです。

　 それか ら、このABCと い うのは、単なる

コス ト計算 の手法で はないんです。従来のコ

ス ト競争力 のアプローチ とい うのは、製造 コ

ス ト中心 で、工場 で、幾 らで作 られ た もの

が、市場で幾 らになるか と、先ほど申 しまし

たように販売費や一般管理費、研究開発費、

これらの経費を どんぶ り勘定に しているので

す。ポーターは、そのこ とを鋭 く批判 してい

るわけです。 『競争優位 の戦略』の中で書か

れてい ますか ら、関心のある方 は読んでいた

だ きたいと思います。

　 そ れか らもう一つ は、今 日、「選択 と集

中」 という言葉が盛んに使われているわけで

す。戦略経営の時代ですか ら、多様なセグメ

ント、例 えば、製品 とか顧客 ・市場、部門、

あるいは事業、それか らSBU(戦 略 的な事

業単位)、 そ ういうセグメン トごとに収益性

を分析 し、戦略的な意思決定をしてい くとい

う必要性が増大 しているわけです。そ ういう

状 況の 中 で、課 題 と して は、ABC手 法 を

使って、セグメン トにコス トを適切 に配賦す

るというセグメン ト会計の推進が、非 常に重

要であろうと考 えられます。

　 さらに、ABCと 関連 してABM、 これは

コス ト計算の問題ではなく、マネージメン ト

の問題、Activity　 Based　 Managementが

あるわけです。従来、本社 とか、間接部門の

コス ト管理 とは、ほ とん ど有効な管理手段 を

持 たなかったの です。そ のため、ブ ラック

ボ ックス化 してい く、 どんどん肥大化 してい

くとい うこ とが あったわけです。ABCは 、

活動別 にコス トを捉 えるわけですか ら、それ

を使 って問接部 門のコスト・マネージメントに

役立て るということが、その考え方 なのです。

　 例 えば購買部門の活動にコス トが どれだけ

かかっているか は、 コス トドライバー、す な

わち活動量を測定す る ドライバーによって把

握 可能で、請求書1枚 当た り1,000円かか る

とか、発注1回 ごとに2,000F9か かる とか と

いうことがわか るわけです。これはABCの

特徴 です。 この情報 を使 うわ けです。例 え

ば、活動 ごとに過年度のコス トが把握 されれ

ば、今年度の 目標 コス トを活動 ごとに置 くこ

とがで きるわけです。それを実際集計 してみ

ると、 どれだけ 目標を達成 したか、達成で き

なかったか とい うことがわかって くるわけで

す。つ まりABCと い うコス ト計 算の ツール

を使って、間接部門の効率化が可能になる と

いうこ とです。

　 大体 ご理解 いただけたと思い ますので、本

論であ りますッカモ ト・グループへのABC

の導入事例に移 ります。ツカモ トコーポ レー

ションは、ホールディングカンパ ニーで、各

分社で本来行 う業務 を一括集 中処 理 してお

り、本論は、そのコス トをどう適正に各分社

に割 り振ってい くかとい う問題 です。このた

び、この問題 をツカモ トコーポ レーションが

取 り上 げていた だき、ABCの 導入 に挑戦 し

た わけ です。 また、ABCの 導入 によ って

ABM、 すなわち、 ツカモ トコー ポレー ショ

ンとい うホールディングカンパニーの間接活

動 の効率化 を実施することが可能 になって く

るわけで、 これからやっていただけるもの と

期待 してお ります。

　 この後、 ッカモ トコーポ レーションの経営

企画本部の部長である荒木さんに具体的な苦

労話を含めて、 ご報告 をしていただきたいと

思います。 どうもご清聴、あ りが とうござい

ました。


